
令 和 ９ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ）

（経済産業省 商務・サービスグループ 流通政策課） 

項 目 名 
電子渡航認証制度（JESTA）の導入に伴う外国人旅行者向け消費税免税
制度の確認事務等の見直し 

税 目 消費税、酒税 

要

望

の

内

容

【制度の概要】 
 消費税法第８条等に基づき、輸出物品販売場（以下「免税店」という。）に
おいて、外国人旅行者などの非居住者に対して、特定の物品を一定の方法で販
売する場合には消費税等が免除される。 

【要望の内容】 
出⼊国管理及び難⺠認定法及び出⼊国管理及び難⺠認定法第⼆条第五号ロの

旅券を所持する外国⼈の上陸申請の特例に関する法律の⼀部を改正する法律
（令和８年法律第 32号。以下「入管法等改正法」という。）の施行に伴い、電
子渡航認証制度（JESTA）※の導入により一部の短期滞在者においても上陸許可
証印が省略されること等を踏まえ、免税店における免税販売の確認事務等につ
いて、必要な検討を行い、所要の措置を講じる。 

※JESTA：来日を希望する外国人について、渡航前に入管庁長官に対して渡航目
的や滞在先等の情報を提供させ、事前にスクリーニングを行い、不法残留等を
企図する外国人の入国を防止する制度。

【関係条文】 
（消費税）消費税法第８条、消費税法施行令第 18条～第 18条の５ 
消費税法施行規則第６条～第 10条 
（酒 税）租税特別措置法第 87条の６ 

 平年度の減収見込額  － 百万円 

(制度自体の減収額) (  ― 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) ― 百万円 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由

⑴ 政策目的

免税販売に係る確認事務等について、JESTA の導入に合わせた見直しを行うこ
とで、JESTA の導入後においても免税店において円滑な免税販売が行えるよう
な措置等を講じ、免税販売の適正な実施を確保する。 

⑵ 施策の必要性

急増する訪日外国人旅行者に対応するため、令和 10年度中の JESTAの導入等を
盛り込んだ入管法等改正法が、第 221回特別国会（令和８年５月 29日）におい
て成立。 

JESTAの導入により、一部の入国者については旅券への上陸許可の証印が省略
されることとなるが、現状、免税店では免税購入対象者の適否について、主に
当該証印も含めて確認しているところ。 

このため、JESTAの導入後においても、免税販売の円滑かつ適正な実施が確保
できるよう、関係する手続等を見直す必要がある。 

また、入管法等改正法により、遭難による上陸の許可の範囲が見直されたこと
に伴い、免税購入対象者の範囲も合わせて見直す必要がある。 

今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

合

理

性

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

４．情報処理の促進並びにサービス・ 製造産業の発展 

政 策 の 

達成目標 

〇「観光立国推進基本計画」（令和８年３月 27 日閣議決定）に
おける目標 
・訪日外国人旅行消費額

観光ビジョンに掲げた 2030 年 15 兆円の目標達成に向け、
（略）消費額拡大を図る。 

〇「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成 28年３月 30日明
日の日本を支える観光ビジョン構想会議決定）における目標 
・訪日外国人旅行消費額

2030年に 15兆円を達成する。

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

－ 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

－ 
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政策目標の

達 成 状 況 

訪日外国人旅行消費額 
  2025年：9.5兆円 

有

効

性

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

本措置を講ずることにより、JESTA の導入後においても、免税販
売の円滑かつ適正な実施を確保することで、訪日外国人旅行消
費額のより一層の拡大に繋げる。 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

－ 

相

当

性

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

－ 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

－ 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

－ 

要望の措置 

の 妥 当 性 

JESTA の導入後においても、免税販売の円滑かつ適正な実施を確
保することで、訪日外国人旅行消費額のより一層の拡大に繋げ
るためには、本措置を講ずることが妥当である。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と

効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

－ 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

－ 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

－ 
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前回要望時 

の達成目標 

〇「観光立国推進基本計画」（令和５年３月 31 日閣議決定）に
おける目標 
・訪日外国人旅行消費額
早期に５兆円を達成する

○「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成 28年３月 30日明
日の日本を支える観光ビジョン構想会議決定）における目標
・訪日外国人旅行消費額
2030年に 15兆円を達成する

⇒2023 年の訪日外国人旅行消費額は５兆 3,065 億円となり、短
期目標の早期５兆円を達成。2025 年の訪日外国人旅行消費額は
9.5 兆円で過去最高となる等、順調に推移しており、2030 年に
15兆円を達成するべく、取組を進めている状況。

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

－ 

これまでの 

要 望 経 緯 

平成 26 年度：拡充 
○免税対象品目の拡大（食品類、飲料類、たばこ、薬品類及び
化粧品類等も含め、一定の条件の下、全ての品目を免税対象品
目とする。）
○免税手続の簡素化（購入記録票等の様式の弾力化及び手続の
簡素化を行う。）
平成 27 年度：拡充
○免税手続きの第三者への委託を可能とし、商店街・物産セン
ター等において、免税手続きの一括カウンター設置を実現。 併
せて、一括カウンターでは店舗を超えて購入金額の合算を認め
る（ただし、一般物品と消耗品は区別）。
平成 28 年度：拡充
○一般物品の免税販売の対象となる最低購入金額を「10,000 円
超」から「5,000 円以上」へ引き下げるとともに、免税対象物
品を免税店から一定の運送事業者を利用して海外の自宅や空港
等へ直送する場合の手続きの簡素化等を行う。
平成 30 年度：拡充
○一定の要件の下、「一般物品」と「消耗品」の合計金額が
5,000 円以上となる場合も免税販売の対象とする。
○現行の紙による免税販売手続き（購入記録票のパスポートへ
の貼付・割印）を廃止し、免税販売手続きを電子化する。
令和元年度：拡充
○既に免税店の許可を受けている事業者が、地域のお祭り等に
出店する場合において、簡素な手続により免税販売を可能とす
る「臨時免税店制度」を創設する。
令和２年度：拡充
○免税店の許可要件について、従業員を介さずに免税販売手続
を行うことが出来る機器を設置した場合には、免税販売手続に
必要な人員の配置等を不要とする措置を講じる。
令和４年度：拡充
〇免税購入対象者の変更（留学生等の免税対象からの除外）を
行うとともに、Visit Japan Web を活用した本人情報の確認を可
能とする。
令和６年度：検討事項要望
○出国時に税関において持ち出しが確認された場合に免税販売
が成立する制度とし、令和７年度税制改正にて、制度の詳細に
ついて結論を得ることとする。
令和７年度：リファンド方式への移行等
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○消費税の外国人旅行者向け免税制度については、不正利用
を排除し、免税店が不正の排除のために負担を負うことのない
制度とするため、令和６年度税制改正大綱で示された方針を踏
まえ、出国時に持ち出しが確認された場合に免税販売が成立す
る制度とし、確認後に免税店から外国人旅行者に消費税相当額
を返金するリファンド方式に見直す。 
また、リファンド方式の移行に伴い、訪日外国人旅行者の利便
性向上や免税店の事務負担軽減等となるよう、免税対象物品の
範囲等の見直し等の措置を講じる。 
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